
SAFETY AND  QUALITY.

株主総会ご出席株主様へのお土産のご用意はござい
ませんので、あらかじめご了承くださいますよう 
お願い申し上げます。

証券コード：6744

第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　�取締役（監査等委員

である取締役を除く。）
７名選任の件

第３号議案　�監査等委員である 
取締役４名選任の件

東京都千代田区九段南４丁目７番３号

能美防災ビル 別館６階大会議室

2026年６月26日（金曜日）
午前10時

開催日時

開催場所

決議事項

第82回

定時株主総会
招集ご通知
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防災事業のパイオニアとしての使命に徹し、
社会の安全に貢献する。

社　是

研究開発からメンテナンスまでの一貫体制の下、
災害から生命・財産を守るための最新・最適な防災システムを、

日本全国そして世界に提供し続けること。

経 営 理 念

（注）  本招集ご通知にはご参考としてグラフを加えております。
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証券コード 6744
2026年６月４日

株 主 各 位
東京都千代田区九段南４丁目７番３号
能 美 防 災 株 式 会 社
取 締 役 社 長 　 長 谷 川 雅 弘

第82回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第82回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げ
ます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置
事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイト
に掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認ください
ますようお願い申し上げます。

当社ウェブサイト
https://www.nohmi.co.jp/ir/stock_information/general_meeting.html

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記のウェブサイトにアクセスして、「銘柄名（会社名）」に「能美防災」または

「コード」に当社証券コード「6744」を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類
／PR情報」をご選択ください。

三井住友信託銀行ウェブサイト（株主総会ポータル®）
https://www.soukai-portal.net
同封の議決権行使書用紙にあるQRコード®を読み取るか、上記ウェブサイトにアク
セスして、議決権行使書用紙に記載のログインID・パスワードをご入力ください。

QRコード® 
は議決権行 
使書用紙に 
ございます

※�各ウェブサイトは定期メンテナンス等により一時的にアクセスできない状態となることがございます。 
閲覧できない場合は他のウェブサイトからご確認いただくか、時間をおいて再度アクセスしてください。

　なお、当日ご出席されない場合には、インターネット等または書面によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討いただき、後述のご案内に従って
６月25日（木曜日）午後５時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬　具

招
集
ご
通
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主
総
会
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考
書
類
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結
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書
類
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記

1. 日　　時 2026年６月26日（金曜日）午前10時
2. 場　　所 東京都千代田区九段南４丁目７番３号

能美防災ビル別館６階大会議室
3. 目的事項
報告事項 1．第82期 (2025年４月１日から

2026年３月31日まで) 事業報告の内容、連結計算書類の内容ならび

に会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2．第82期 (2025年４月１日から
2026年３月31日まで) 計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

以　上

その他本招集ご通知に関する事項
○本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお

送りいたします。ただし、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款の規定に
基づき、本書面には記載しておりません。なお、監査等委員会および会計監査人は次の事項を含む監査対象書
類を監査しております。
・事業報告の「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運⽤状況」
・連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」

○電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前頁に記載しているインターネット上の各ウェブサイトに修正内容
を掲載させていただきます。

― 2 ―
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　以下のいずれかの方法にて、議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

株主総会にご出席される場合

議決権行使のご案内

能美防災ビル別館６階大会議室
末尾の「会場ご案内図」をご参照ください。

会 場

日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時

機関投資家の皆様へ
株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームのご利用を事前に申し込まれた場合には、当該プラットフォームにより議
決権をご行使いただけます。

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
ご返送ください。議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、
賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

郵送による議決権行使の場合

行使期限 2026年６月25日（木曜日）午後５時30分到着分まで

議決権行使ウェブサイトで議案に対する賛否をご入力いただき、
ご送信ください。

インターネットによる議決権行使の場合

詳細は次頁をご参照ください。

行使期限 2026年６月25日（木曜日）午後５時30分まで
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スマートフォン等による
議決権行使方法

PC等による
議決権行使方法

以下のURLより議決権行使書用紙に記載のログインID・パスワー
ドをご入力のうえアクセスしてください。ログイン以降は画面の
案内に従って賛否をご入力ください。

株主総会ポータルURL
▶https://www.soukai-portal.net

議決権行使ウェブサイトも引き続きご利用いただけます。
▶https://www.web54.net

議決権行使書用紙に記載のQRコード®を読み取ります。1

株主総会ポータル®トップ画面から「議決権行使へ」
ボタンをタップします。2

スマート行使®トップ画面が表示されます。
以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

ご注意事項
●一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、

議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワ
ード」をご入力いただく必要があります。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号： 0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　午前9時～午後9時）

※QRコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。

「議決権行使へ」をクリック！

インターネットによる議決権行使のご案内

※�インターネット等と書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネット等によるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。また、インターネット等によって複数回数議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いい
たします。
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株主総会参考書類

議案および参考事項
　第１号議案　剰余金の処分の件

当期の期末配当につきましては、会社をとりまく経営環境は依然として厳しいものがあり
ますが、将来への事業展開に備えるとともに、株主の皆様への利益還元を重視し配当を実施
することも重要と考えておりますので、財務状況を総合的に勘案し下記のとおりといたした
いと存じます。

　　　期末配当に関する事項
　　　①　株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　　　　　当社普通株式１株につき金66円　総額3,891,661,950円
　　　②　剰余金の配当が効力を生ずる日
　　　　　2026年６月29日

（ご参考）

１株あたり配当金の推移（単位：円）

15

7.5
7.5

17.5

7.5
10.0

15

7.5
7.5

20
10.0
10.0

22
12.0
10.0

24
11.0
13.0

28.5
16.0

12.5

32
16.0

16.0

33
17.0

16.0

33
16.5

16.5

36
18.0

18.0

40

20.0

20.0

53

30.0

23.0

76

46.0

30.0

■中間配当金 ■期末配当金

82期

期末配当金
（第１号議案）

中間配当金

120

100

80

60

40

20

0
68期 69期 70期 71期 72期 73期 74期 75期 76期 79期78期77期 80期 81期

（2011年度）

50.6％ 31.4％ 21.9％ 21.4％ 20.0％ 20.8％ 18.8％ 24.7％ 18.9％ 26.1％ 23.2％ 34.4％ 37.3％ 40.5％

（2012年度）（2013年度）（2014年度）（2015年度）（2016年度）（2017年度）（2018年度）（2019年度）（2020年度）（2021年度）（2022年度）（2023年度）（2024年度）（2025年度）

連結
配当性向 ％

116

66.0

50.0

50.0

（注）1.	 第73期の１株あたり配当金（中間配当金）には、創立100周年記念配当２円を含んだ数値を記載しております。
2.	� 第82期の１株あたり配当金および連結配当性向は、第１号議案が原案どおり承認されることを前提とした数値を

記載しております。
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　第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（７名）は

本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役７名の選任をお願いいたしたいと
存じます。なお、本議案につきましては、監査等委員会において相当であるとの意見を得て
おります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号 氏　名 属　性 現在の当社における地位

1 岡村　武士 （おかむら　たけし） 再 任 代表取締役会長

2 長谷川　雅弘 （はせがわ　まさひろ） 再 任 代表取締役社長

3 中村　雅之 （なかむら　まさゆき） 再 任  取締役執行役員

4 千田　岳彦 （せんだ　たけひこ） 再 任 取締役

5 塩谷　　愼 （しおたに　しん） 再 任  社 外  独 立 取締役

6 平野　啓子 （ひらの　けいこ） 再 任  社 外  独 立 取締役

7 鷲見　哲也 （すみ　てつや） 再 任  社 外  独 立 取締役

再 任  … 再任取締役候補者　　 社 外  … 社外取締役候補者　　 独 立  … 東京証券取引所の定めに基づく独立役員候補者
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岡
お か

村
む ら

　武
た け

士
し

生年月日　1959年７月７日生

1983年 4 月 当社入社
2015年 6 月 当社取締役
2017年 6 月 当社常務取締役
2019年 6 月 当社専務取締役
2020年 6 月 当社取締役専務執行役員
2021年 6 月 当社代表取締役社長
2025年 6 月 当社代表取締役会長（現任）

1

▌略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

候補者
番　号 再 任

▌�所有する当社の株式の数
21,689株

取締役候補者とした理由
当社において、長く企画部門に携わった後、取締役経理部長等を経て、2021年６月から代表取締役社長として、2025年６
月から代表取締役会長として当社経営を担っており、豊富な経験と実績を有していることから、引き続き取締役候補者とい
たしました。

長
は せ が わ

谷川　雅
ま さ

弘
ひ ろ

生年月日　1955年12月24日生

1978年 4 月 当社入社
2013年 6 月 当社取締役
2018年 6 月 当社常務取締役
2020年 6 月 当社取締役常務執行役員
2022年 6 月 当社取締役専務執行役員
2025年 6 月 当社代表取締役社長（現任）
現在の担当：�営業統括本部長

2

▌略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

候補者
番　号 再 任

▌�所有する当社の株式の数
23,216株

取締役候補者とした理由
当社において、長くエンジニアリング部門に携わった後、取締役エンジニアリング本部長等を経て、2025年６月から代表
取締役社長として当社経営を担っており、豊富な経験と実績を有していることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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千
せ ん だ

田　岳
た け ひ こ

彦 生年月日　1962年４月30日生

2016年 4 月 セコム株式会社入社 金融法人営業本部金融法人営業一部担当部長
2016年 6 月 同社金融法人営業本部副本部長兼金融法人営業一部長
2017年 6 月 同社執行役員（法人営業本部長）
2018年 6 月 同社執行役員（金融法人営業本部長）（現任）
2023年 6 月 当社取締役（現任）
重要な兼職の状況：セコム株式会社 執行役員

▌略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

候補者
番　号 4

▌�所有する当社の株式の数
0株

再 任

取締役候補者とした理由
当社の親会社であるセコム株式会社の経営陣等として培われた幅広い知識・経験等を、引き続き当社の経営に生かしていた
だくため、取締役候補者といたしました。

中
な か む ら

村　雅
ま さ ゆ き

之 生年月日　1965年 3月 25日生

▌略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1988年 4 月 当社入社
2019年 3 月 当社研究開発センター長
2021年 6 月 当社執行役員
2025年 6 月 当社取締役執行役員（現任）

候補者
番　号 3

取締役候補者とした理由
当社において、長く研究開発部門、技術部門に携わった後、執行役員研究開発センター長等を経て、2025年６月から取締
役執行役員として当社経営を担っており、豊富な経験と実績を有していることから、引き続き取締役候補者といたしました。

▌�所有する当社の株式の数
4,549株

現在の担当：技術本部長兼情報システム室・環境システム事業部担当

再 任
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塩
し お

谷
た に

　愼
し ん

生年月日　1944年２月22日生

1967年 4 月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ銀行）入行
1995年 6 月 同行取締役（1997年６月退任）
1997年 6 月 日本鋼管株式会社（現JFEスチール株式会社）常勤監査役（社外監査役）
2007年 4 月 同社社外監査役
2009年 6 月 五洋建設株式会社社外取締役
2015年 6 月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
株式会社富士銀行の取締役や他の事業会社の社外役員として培われた幅広い知識・経験等を有しており、社外取締役として
客観的・中立的な立場から、当社の経営を適切に監督いただいております。さらに、指名・報酬委員会の委員長として当社
のコーポレート・ガバナンス強化に貢献いただいており、今後も経営監督機能の強化への貢献や経営経験に基づく有益な助
言をいただくことが期待されることから、引き続き社外取締役候補者といたしました。

5

▌�所有する当社の株式の数
200株

▌略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

候補者
番　号 再 任 社 外 独 立

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書
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平
ひ ら

野
の

　啓
け い

子
こ

生年月日　1960年９月８日生

1990年 4 月 日本放送協会ニュースキャスター
2000年 4 月 農林水産省 食料･農業･農村政策審議会委員
2002年 7 月 内閣府中央防災会議 防災情報の共有化に関する専門調査会委員
2003年 7 月 内閣府中央防災会議 災害教訓の継承に関する専門調査会委員
2005年 5 月 公益財団法人消防育英会評議員（現任）
2006年 4 月 内閣府中央防災会議 首都直下地震避難対策等専門調査会委員
2007年 2 月 文部科学省 中央教育審議会委員
2007年 4 月 大阪芸術大学芸術学部放送学科教授（現任）
2011年10月 内閣府中央防災会議 防災対策推進検討会議委員
2013年 5 月 一般財団法人防災検定協会（現一般財団法人防災教育推進協会）理事長
2013年 5 月 一般財団法人日本防火･防災協会理事（現任）
2015年 1 月 厚生労働省 社会保障審議会委員
2020年 6 月 当社社外取締役（現任）
2023年 4 月 こども家庭庁 こども家庭審議会委員

6

▌略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

候補者
番　号

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
内閣府中央防災会議の専門調査会委員等の公職を歴任され、防災分野に関する幅広い見識を有しており、社外取締役として
客観的・中立的な立場から、当社の経営を適切に監督いただいております。さらに、指名・報酬委員会の委員として当社のコー
ポレート・ガバナンス強化に貢献いただいており、今後も経営監督機能の強化への貢献や幅広い視点から有益な助言をいた
だくことが期待されることから、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、引き続き社外取締役候補
者といたしました。

▌�所有する当社の株式の数
0株

重要な兼職の状況：�大阪芸術大学芸術学部放送学科 教授 
一般財団法人日本防火・防災協会 理事 
公益財団法人消防育英会 評議員

再 任 社 外 独 立
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再 任

（注）1.	 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2.	 塩谷愼、平野啓子および鷲見哲也の３氏は社外取締役候補者であります。
3.	� 当社は、塩谷愼、平野啓子および鷲見哲也の３氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。当社は、鷲見哲也氏が専務執行役員を務めていた東京海上日動火災保険株式会社と取引関
係がありますが、その取引規模は当社の連結売上高および同社の連結経常収益の１％未満と僅少であるため、独立
性に影響を及ぼすものではないと判断しております。

4.	� 社外取締役候補者の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって塩谷愼氏が11年、平野啓子氏が６年、鷲
見哲也氏が２年となります。

5.	� 当社は、千田岳彦、塩谷愼、平野啓子および鷲見哲也の４氏との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する
契約を締結しており、４氏の再任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づ
く賠償責任限度額は会社法第425条第１項の最低責任限度額となります。

6.	� 当社は、取締役全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と
の間で締結しており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る
請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により塡補することとしております。ただし、故
意または重過失に起因して生じた当該損害は塡補されない等の免責事由があります。各候補者が取締役に就任した
場合、各候補者は当該保険契約の被保険者となります。また、当社は、各候補者の任期途中に当該保険契約を更新
する予定であります。

7.	� 2024年11月27日に公表いたしましたとおり、当社において一部の従業員が建設業法所定の指導監督的実務経験を
充足していない状況で技術検定試験を受験し、監理技術者の資格を取得していたことが判明いたしました。その後、
弁護士で構成される外部調査委員会による調査の結果、当社グループ内において監理技術者等の資格を不正に取得
していたという事実が明らかとなり、当社は2025年７月30日にこれを公表いたしました。当該事実の判明時に当
社社外取締役に在任中であった塩谷愼、平野啓子および鷲見哲也の３氏は、当該事実が判明するまでこれを認識し
ておりませんでしたが、日頃より法令遵守や内部統制の重要性について注意喚起を行っており、当該事実の判明後
は、再発防止策の策定および実行が適切になされるよう適宜意見を述べるなど、その職責を果たしております。

1985年 4 月 東京海上火災保険株式会社（現東京海上日動火災保険株式会社）入社
2014年 4 月 日新火災海上保険株式会社取締役常務執行役員
2016年 4 月 東京海上日動火災保険株式会社執行役員
2018年 4 月 同社常務執行役員
2022年 4 月 同社専務執行役員
2024年 4 月 株式会社東京海上日動オートサポートセンター取締役社長（現任）
2024年 6 月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
東京海上日動火災保険株式会社の専務執行役員等として培われた幅広い知識・経験等を有しており、社外取締役として客観
的・中立的な立場から、当社の経営を適切に監督いただいております。さらに、指名・報酬委員会の委員として当社のコー
ポレート・ガバナンス強化に貢献いただいており、今後も経営監督機能の強化への貢献や経営経験に基づく有益な助言をい
ただくことが期待されることから、引き続き社外取締役候補者といたしました。

7

▌�所有する当社の株式の数
0株

▌略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

候補者
番　号 鷲

す

見
み

　哲
て つ

也
や

生年月日　1961年３月１日生

重要な兼職の状況：�株式会社東京海上日動オートサポートセンター 取締役社長

社 外 独 立

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書
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　第３号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
監査等委員である取締役全員（４名）は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

監査等委員である取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、本議案につきま
しては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号 氏　名 属　性 現在の当社における地位

1 藤井　裕之 （ふじい　ひろゆき） 再 任  取締役常勤監査等委員

2 長濱　晶子 （ながはま　あきこ） 再 任  社 外  独 立 取締役監査等委員

3 福田　真人 （ふくだ　まさひと） 再 任  社 外  独 立 取締役監査等委員

4 安部　道雄 （あべ　みちお） 再 任  社 外  独 立 取締役監査等委員

再 任  … 再任取締役候補者　　 社 外  … 社外取締役候補者　　 独 立  … 東京証券取引所の定めに基づく独立役員候補者
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1987年 4 月 当社入社
2015年 6 月 当社CSR推進室長
2023年 6 月 当社常勤監査役
2024年 6 月 当社取締役常勤監査等委員（現任）

1

▌�所有する当社の株式の数
3,166株

▌略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

候補者
番　号 藤

ふ じ

井
い

　裕
ひ ろ

之
ゆ き

生年月日　1964年８月29日生 再 任

監査等委員である取締役候補者とした理由
当社において、長く経理部等の管理部門に携わった後、常勤監査役を経て、2024年 6 月から取締役常勤監査等委員として
職務を適切に遂行しており、豊富な経験と実績を有していることから、引き続き監査等委員である取締役候補者といたしま
した。

2007年12月 弁護士登録
2007年12月 YNM法律事務所（現長濱・水野・井上法律事務所）入所
2021年 6 月 大日精化工業株式会社社外取締役（現任）
2022年 6 月 当社社外監査役
2024年 6 月 当社社外取締役監査等委員（現任）

監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
弁護士として培われた専門的な知識・経験等を有しており、監査等委員である社外取締役として客観的・中立的な立場から、
当社の経営を適切に監査・監督いただいております。さらに、指名・報酬委員会の委員として当社のコーポレート・ガバナ
ンス強化に貢献いただいており、今後も監査・監督機能の強化への貢献や専門的見地から有益な助言をいただくことが期待
されることから、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、引き続き監査等委員である社外取締役候
補者といたしました。

2

▌�所有する当社の株式の数
0株

▌略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

候補者
番　号 長

な が

濱
は ま

　晶
あ き

子
こ

生年月日　1976年９月30日生

重要な兼職の状況：�長濱・水野・井上法律事務所 弁護士 
大日精化工業株式会社 社外取締役

社 外 独 立再 任

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書
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1981年 4 月 大正海上火災保険株式会社（現三井住友海上火災保険株式会社）入社
2012年 4 月 同社執行役員
2014年 4 月 同社常務執行役員
2016年 4 月 同社取締役常務執行役員
2018年 4 月 同社取締役専務執行役員
2020年 4 月 MS＆ADインシュアランスグループホールディングス株式会社執行役員
2020年 6 月 同社取締役執行役員
2021年 4 月 三井住友海上火災保険株式会社取締役副社長執行役員
2023年 4 月 MS＆ADインシュアランスグループホールディングス株式会社取締役
2023年 6 月 当社社外監査役
2023年 6 月 三井住友海上あいおい生命保険株式会社社外監査役（現任）
2024年 6 月 当社社外取締役監査等委員（現任）

監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
三井住友海上火災保険株式会社の取締役副社長執行役員等として培われた幅広い知識・経験等を有しており、監査等委員で
ある社外取締役として客観的・中立的な立場から、当社の経営を適切に監査・監督いただいております。今後も監査・監督
機能の強化への貢献や経営経験に基づく有益な助言をいただくことが期待されることから、引き続き監査等委員である社外
取締役候補者といたしました。

3

▌�所有する当社の株式の数
0株

▌略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

候補者
番　号 福

ふ く

田
だ

　真
ま さ

人
ひ と

生年月日　1958年６月23日生

重要な兼職の状況：�三井住友海上あいおい生命保険株式会社 社外監査役

社 外 独 立再 任
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社 外 独 立

1972年 4 月 富士電機製造株式会社（現富士電機株式会社）入社
2010年 6 月 同社取締役
2011年 4 月 同社取締役執行役員常務
2012年 4 月 同社取締役執行役員専務
2024年 4 月 同社取締役
2024年 6 月 同社特別顧問（現任）
2024年 6 月 当社社外取締役監査等委員（現任）

（注）1.	� 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2.	� 長濱晶子、福田真人および安部道雄の３氏は社外取締役候補者であります。
3.	� 当社は、長濱晶子、福田真人および安部道雄の３氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。当社は、福田真人氏が業務執行取締役を務めていた三井住友海上火災保険株式会社と取
引関係がありますが、その取引規模は当社の連結売上高および同社の連結経常収益の１％未満と僅少であるため、
独立性に影響を及ぼすものではないと判断しております。また、安部道雄氏が業務執行取締役を務めていた富士電
機株式会社と取引関係がありますが、その取引規模は当社および同社の連結売上高の１％未満と僅少であるため、
独立性に影響を及ぼすものではないと判断しております。

4.	� 長濱晶子、福田真人および安部道雄の３氏の当社監査等委員である社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもっ
て２年となります。

5.	� 当社は、長濱晶子、福田真人および安部道雄の３氏との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締
結しており、３氏の再任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく賠償責
任限度額は会社法第425条第１項の最低責任限度額となります。

6.	� 当社は、取締役全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と
の間で締結しており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る
請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により塡補することとしております。ただし、故
意または重過失に起因して生じた当該損害は塡補されない等の免責事由があります。各候補者が取締役に就任した
場合、各候補者は当該保険契約の被保険者となります。また、当社は、各候補者の任期途中に当該保険契約を更新
する予定であります。

7.	� 2024年11月27日に公表いたしましたとおり、当社において一部の従業員が建設業法所定の指導監督的実務経験を
充足していない状況で技術検定試験を受験し、監理技術者の資格を取得していたことが判明いたしました。その後、
弁護士で構成される外部調査委員会による調査の結果、当社グループ内において監理技術者等の資格を不正に取得
していたという事実が明らかとなり、当社は2025年７月30日にこれを公表いたしました。当該事実の判明時に当
社社外取締役に在任中であった長濱晶子、福田真人および安部道雄の３氏は、当該事実が判明するまでこれを認識
しておりませんでしたが、日頃より法令遵守や内部統制の重要性について注意喚起を行っており、当該事実の判明
後は、再発防止策の策定および実行が適切になされるよう適宜意見を述べるなど、その職責を果たしております。

監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
富士電機株式会社の取締役執行役員専務等として培われた幅広い知識・経験等を有しており、監査等委員である社外取締役
として客観的・中立的な立場から、当社の経営を適切に監査・監督いただいております。今後も監査・監督機能の強化への
貢献や経営経験に基づく有益な助言をいただくことが期待されることから、引き続き監査等委員である社外取締役候補者と
いたしました。

4

▌�所有する当社の株式の数
0株

▌略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

候補者
番　号 安

あ

部
べ

　道
み ち

雄
お

生年月日　1953年６月７日生

重要な兼職の状況：�富士電機株式会社 特別顧問

再 任
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（ご参考）取締役のスキル・マトリックス
　本招集ご通知記載の候補者を原案どおりご選任いただいた場合、取締役会の構成お
よび各取締役が有するスキル・経験等は以下のとおりとなります。

氏　名 性別 企業
経営

営業
戦略

技術
・

研究
開発
・

生産

財務
・

会計

法務
・

コンプ
ライア
ンス
・

リスク
管理

人事
労務
・

ダイ
バー

シティ

海外
知見

防災
知見

取
締
役（
監
査
等
委
員
で
あ
る
取
締
役
を
除
く
。）

岡村　武士 男性 ● ● ● ● ● ● ●

長谷川雅弘 男性 ● ● ● ● ●

中村　雅之 男性 ● ● ● ●

千田　岳彦 男性 ● ● ● ●

塩谷　　愼 社 外
独 立

男性 ● ● ● ●

平野　啓子 社 外
独 立

女性 ● ● ●

鷲見　哲也 社 外
独 立

男性 ● ● ● 　 　

監
査
等
委
員
で
あ
る
取
締
役

藤井　裕之 男性 ● ● ● ●

長濱　晶子 社 外独 立 女性 ● ●

福田　真人 社 外独 立 男性 ● ● ● ●

安部　道雄 社 外
独 立

男性 ● 　 ● 　 　 ●

� 以上
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事 業 報 告
(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境などが改善するなか、緩やかな回
復基調で推移いたしました。その一方で、米国の政策動向や国際情勢の変化による景気の下
振れリスクには依然として留意が必要であり、加えて、物価上昇の継続や金融資本市場の変
動の影響などを背景に、先行きの不透明な状況が続きました。

当防災業界におきましても、設備投資は緩やかな増加傾向にあることから市場環境は引き
続き堅調に推移いたしましたが、原材料価格・労務費などのコスト上昇や時間外労働の上限
規制を踏まえた事業運営が求められる状況が続いております。

このような状況のなか、当社グループは2028年度のありたい姿と、その実現に向けた施
策を「中長期ビジョン2028 ～期待の先をカタチに～」として策定しております。2026年
３月期から2029年３月期までの４年間を「ステージⅢ」とし、以下を重点施策として定め、
ありたい姿の実現に向けた総仕上げに取り組んでおります。

＜重点施策＞
①既存事業の収益拡大と利益率の向上

・�人財採用・育成・配置の強化徹底の継続
・�デジタルトランスフォーメーション実現に向けた取組みの加速

②事業の拡大
・防災周辺領域や隣接業界へのM&Aの積極的な展開

③新規事業創出ならびにスケール化
・未来共創プロジェクト活動等への注力

この中長期ビジョンのもと積極的な営業活動に努めた結果、当連結会計年度の受注高は
161,165百万円（前年同期比15.4％増）、売上高は139,657百万円（前年同期比4.5％増）
となりました。

利益につきましては、「ステージⅢ」での重点施策などを推進するための費用を中心に販
売費及び一般管理費が増加いたしましたが、市場環境が堅調に推移したことに加え、原材料
価格等が上昇するなか、コスト上昇への対応として進めてきた計画的な価格改定や業務効率
化への取組みが奏功したことなどから売上原価率が改善し、営業利益は18,349百万円（前
年同期比17.0％増）、経常利益は19,361百万円（前年同期比19.4％増）、親会社株主に帰属
する当期純利益は13,648百万円（前年同期比23.0％増）となりました。

業績の内訳をセグメント別にみますと、火災報知設備につきましては、売上高は51,017
百万円（前年同期比6.3％増）、営業利益は9,958百万円（前年同期比16.8％増）、消火設備
につきましては、売上高は46,873百万円（前年同期比3.9％増）、営業利益は10,842百万円

（前年同期比29.8％増）、保守点検等につきましては、売上高は36,734百万円（前年同期比
6.0％増）、営業利益は7,979百万円（前年同期比0.8％減）、その他につきましては、売上高
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は5,032百万円（前年同期比15.6％減）、営業利益は473百万円（前年同期比22.6％増）と
なりました。

当連結会計年度における各セグメント別の売上高の状況につきましては、次のとおりであ
ります。

セグメント別売上高前期比較
期　　別

セグメント別

2025年３月期

第　81　期

2026年３月期
(当連結会計年度)

第　82　期
増　　減(△)

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 増減率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

火 災 報 知 設 備 47,971 35.9 51,017 36.5 3,045 6.3
消 火 設 備 45,119 33.7 46,873 33.6 1,753 3.9
保 守 点 検 等 34,644 25.9 36,734 26.3 2,090 6.0
そ の 他 5,961 4.5 5,032 3.6 △929 △15.6
合 計 133,696 100.0 139,657 100.0 5,960 4.5

（注）	  各セグメント別の主要営業品目は次のとおりであります。
火災報知設備 自動火災報知設備、環境監視システム、防火戸、防排煙設備等の製造販売お

よび取付工事
消 火 設 備 各種スプリンクラー設備、泡消火設備、プラント防災設備、トンネル防災設

備等の製造販売および取付工事
保 守 点 検 等 各種防災設備に係る保守点検および補修業務等
そ の 他 駐車場車路管制システムの取付工事および保守等

39,647百万円
構成比：35.1％

51,017百万円
構成比：36.5％

46,873百万円
構成比：33.6％

36,734百万円
構成比：26.3％

5,032百万円
構成比：3.6％

 

 

第82期

火災報知設備

消火設備保守点検等

その他
47,971百万円

構成比：35.9％

45,119百万円
構成比：33.7％

34,644百万円
構成比：25.9％

5,961百万円
構成比：4.5％

 

 

第81期

火災報知設備

消火設備保守点検等

その他

前期比
6.3％増

前期比
3.9％増

前期比
6.0％増

前期比
15.6％減
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（2） 財産および損益の状況

区　　　　分
2023年３月期

第　79　期

2024年３月期

第　80　期

2025年３月期

第　81　期

2026年３月期
(当連結会計年度) 

第　82　期
受 注 高（百万円） 114,168 123,492 139,640 161,165
売 上 高（百万円） 105,537 118,506 133,696 139,657
営 業 利 益（百万円） 8,879 11,662 15,677 18,349
経 常 利 益（百万円） 9,420 12,242 16,217 19,361
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益（百万円） 7,022 8,574 11,098 13,648

１株当たり当期純利益�（円） 116.42 142.10 187.86 231.88
総 資 産（百万円） 151,602 157,485 166,877 181,811
純 資 産（百万円） 116,635 125,166 130,030 138,986

（注）	 １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数から期中平均自己株式数を控除した数をもと
に計算しております。

第79期 第80期 第81期

 （百万円）

第82期

受注高

139,640
114,168

161,165

123,492

 経常利益 （百万円）

16,217

第82期第79期 第80期

9,420

第81期

12,242

19,361

 営業利益 （百万円）

15,677

第82期第79期 第80期

8,879

第81期

18,349

11,662

第79期 第80期 第81期

 総資産  純資産 （百万円）

第82期

166,877

130,030130,030
151,602

116,635116,635
138,986138,986

181,811
157,485

125,166125,166

 売上高 （百万円）

133,696

第82期第79期 第80期

105,537

第81期

139,657
118,506

 親会社株主に帰属する当期純利益
１株当たり当期純利益

（百万円）

（円）

第82期

11,098

第79期 第80期

187.86187.86

116.42116.42

7,022

第81期

8,574

13,648

231.88231.88

142.10142.10
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（3）設備投資等の状況
当連結会計年度中の設備投資の総額は4,666百万円であり、その主なものは建設仮勘定の

増加および製造設備の更新等によるものであります。

（4）資金調達の状況
当連結会計年度中、社債および新株発行による資金調達は行っておりません。

（5）他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
当社は、2026年２月２日付で明星電気株式会社の全株式を取得し、子会社化いたしまし

た。

（6）対処すべき課題
今後の経済見通しとしましては、緩やかな景気回復の動きが続くことが期待される一方

で、国際情勢の変化、金融資本市場の変動、米国の政策動向の影響などにより、不透明な状
況が続くものと見込まれます。

当防災業界におきましても、需要は堅調に推移することが期待されますが、原材料価格や
労務費などのコスト上昇に加え、時間外労働の上限規制への対応を前提とした事業運営が求
められる状況となっております。

このような状況のなか、当社グループは2028年度のありたい姿と、その実現に向けた施
策を「中長期ビジョン2028 ～期待の先をカタチに～」として策定しております。中長期ビ
ジョンステートメントを「『期待の先』にある安全を『カタチ』にし、誰もが笑顔で暮らせ
る社会を実現する」とし、2022年度より以下の３つの施策に取り組んでおります。

①未来共創プロジェクト
組織的な対応・仕組みにて「事業の深耕と探索」および「提案型人財の育成」を推進。

②飛躍的成長への人事戦略
社員一人ひとりと組織双方の成長サイクルを加速し、中長期ビジョンの実現を支えてい
くための人事戦略を推進。

③未来投資計画
未来に向けた成長投資を積極的に推進。

さらに、これらの施策を支える土台として、「デジタルトランスフォーメーション」、「安
定した製品・サービス供給体制をより強固にするサプライチェーンの実現」、「サステナビリ
ティ経営推進による企業価値向上を前提とした課題対応」にも取り組んでおります。
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2026年３月期から2029年３月期までの４年間を「ステージⅢ」として、ありたい姿の
実現に向けた総仕上げに取り組んでおり、「ステージⅢ」の最終年度である2029年３月期に
連結売上高を170,000百万円以上、営業利益率を12％以上、ROEを10％以上とすることを
目指しております。「ステージⅢ」の２年目にあたる2027年３月期におきましては、堅調な
需要に対して引き続き業務効率化や価格改定に取り組みながら、「ステージⅢ」の重点施策
を中心に中長期ビジョンとして策定した各種施策を推進することで、より高い付加価値を創
造できる企業への変革に挑戦してまいります。

なお、2025年７月30日に公表いたしましたとおり、当社グループ内において監理技術者
等の資格を不正に取得していたという事実が、弁護士で構成される外部調査委員会の調査結
果により明らかとなりました。株主の皆様をはじめ、関係者の皆様には多大なるご心配とご
迷惑をおかけしておりますことを心よりお詫び申し上げます。当社は、外部調査委員会から
のご指摘を真摯に受け止め、同様の事態を二度と発生させないよう、代表取締役社長を本部
長とする「資格不正取得再発防止対策本部」を設置するとともに、2026年３月26日には主
要な再発防止策の全体像および具体的な進捗状況について公表いたしました。今後は、社内
統制の一層の強化、資格管理体制の抜本的な見直し、教育・研修の徹底等の再発防止策を計
画的かつ着実に実行し、全社一丸となって一日も早い信頼回復に全力で努めてまいる所存で
す。

株主の皆様におかれましては、今後とも何とぞ格別のご理解とご支援を賜りますようお願
い申し上げます。

（7）重要な親会社および子会社の状況
①　親会社との関係

当社の親会社はセコム株式会社で、同社は当社の株式を30,598,640株（議決権比率
51.9％）保有いたしております。

当社は親会社より主として防災・防犯機器の生産を委託され、これを納入いたしており
ます。

②　親会社との間の取引に関する事項
当社は親会社との間で製品販売（OEM）等の取引を行っております。
当該取引をするに当たっては、見積金額を提示し双方協議の上、当該取引の必要性およ

び取引条件が第三者との取引と著しく相違しないこと等に留意し、合理的な判断に基づき、
公正かつ適正に決定しております。また、当社取締役会は、その過半数を親会社からの独
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立性を有する独立社外取締役としており、少数株主の利益に配慮した公正性を確保したな
かで当該取引について定期的に確認しております。したがいまして、当社取締役会として
は、当該取引は当社の利益を害さないものと判断しております。

当社の事業運営に関しましては、取締役会を中心として、当社独自の意思決定に基づき
業務執行をしており、独立性を確保しながら適切に経営および事業活動を行っております。

③　重要な子会社の状況

会　社　名 資本金 当　社　の
議決権比率 主　要　な　事　業　内　容

日 信 防 災 株 式 会 社
百万円 ％ 火災報知設備・消火設備・駐車場

設備の施工、保守、機器販売50 100.0

能美エンジニアリング株式会社 80 100.0 消火設備・火災報知設備の設計、
施工、保守

明 星 電 気 株 式 会 社 450 100.0 気象防災・宇宙防衛に関する機器の
製造、販売、サービスの提供

上 海 能 美 消 防 設 備 有 限 公 司
千米ドル

火災報知設備機器の製造、販売15,500 100.0

（8）主要な事業内容
イ．防災に関する受託実験、企画、提案
ロ．各種防災設備、システムの企画、開発、設計、施工、保守
ハ．上記機器の設計、製造、販売
ニ．駐車場車路管制システムの設計、製造、施工、販売、保守
　なお、各種防災設備、システムとは次のとおりであります。

（主な防災設備）
火災報知設備、消火設備、各種防災機器

（主なアプリケーション・システム）
ビル・地下街防災システム、文化財防災システム、住宅防災システム、プラント防災シス
テム、船舶・車両・航空機防災システム、トンネル防災システム、環境監視システム
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（9）主要な営業所および工場
　　①　当社

区　　　　分 名称および所在地
本 社 東京都千代田区九段南４丁目７番３号

支 社
北海道（札幌市)、東北（仙台市)、新潟、茨城（水戸市)、北関東（さいたま
市)、西関東（八王子市)、丸の内（千代田区)、千葉、横浜、長野、静岡、
中部（名古屋市）、北陸（金沢市）、関西（吹田市)、京都、中国（広島市）、
岡山、九州（福岡市)

営 業 所
青森、盛岡、秋田、郡山、宇都宮、群馬（高崎市)、三重（津市)、富山、
福井、神戸、四国（高松市）、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄（那
覇市）他13箇所

工 場 三鷹、メヌマ（熊谷市）
研 究 所 研究開発センター（三郷市、熊谷市）

　　②　主要な子会社

名　　　　　称 所　　在　　地
日 信 防 災 株 式 会 社 東京都千代田区
能 美 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 東京都江東区
明 星 電 気 株 式 会 社 群馬県伊勢崎市
上 海 能 美 消 防 設 備 有 限 公 司 中華人民共和国上海市

（10）従業員の状況
従　業　員　数 前連結会計年度末比増減（△）

3,251名 376名

（注）   従業員数は就業人員数であり、執行役員を含んでおりません。
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 160,000,000株

（2）発行済株式の総数 60,832,771株（うち自己株式　1,868,196株)

（3）株主数 5,266名（前期末比　834名増）

（4）大株主（上位10名）
株　　　　主　　　　名 持　 株 　数 持 株 比 率

千株 ％
セ コ ム 株 式 会 社 30,598 51.9
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ） 3,573 6.1

能 美 防 災 代 理 店 持 株 会 2,359 4.0
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ
銀 行 ( 信 託 口 ) 1,884 3.2

能 美 防 災 取 引 先 持 株 会 1,436 2.4
CEPLUX- THE INDEPENDENT UCITS  
PLATFORM 2 999 1.7

能 美 防 災 従 業 員 持 株 会 976 1.7
THE  CHASE  MANHATTAN BANK ,N .A . 
LONDONSECS LENDING OMNIBUS ACCOUNT 938 1.6

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 765 1.3

能 美 防 災 安 衛 協 持 株 会 620 1.1

（注）   持株比率は自己株式（1,868,196株）を控除して計算しております。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
役　　員　　区　　分 株　 式 　数 交付対象者数

取締役（非業務執行取締役、監査等委員である 
取締役および社外取締役を除く） 8,788株 3名

（注）	 当社の株式報酬の内容につきましては、「３．(4) ① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定
方針に関する事項」に記載しております。
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３．会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等

地　　位 氏　　　名 担当および重要な兼職の状況
取 締 役 会 長
(代 表 取 締 役) 岡　村　武　士
取 締 役 社 長
(代 表 取 締 役) 長谷川　雅　弘 営業統括本部長
取 締 役 
執 行 役 員 中　村　雅　之 技術本部長兼情報システム室・環境システム事業

部担当
取 締 役 千　田　岳　彦 セコム株式会社 執行役員

取 締 役 塩　谷　　　愼

取 締 役 平　野　啓　子
大阪芸術大学芸術学部放送学科 教授
一般財団法人日本防火・防災協会 理事
公益財団法人消防育英会 評議員

取 締 役 鷲　見　哲　也 株式会社東京海上日動オートサポートセンター 
取締役社長

取 締 役
(常勤監査等委員) 藤　井　裕　之
取 締 役
(監 査 等 委 員) 長　濱　晶　子 長濱・水野・井上法律事務所 弁護士

大日精化工業株式会社 社外取締役
取 締 役
(監 査 等 委 員) 福　田　真　人 三井住友海上あいおい生命保険株式会社 社外監

査役
取 締 役
(監 査 等 委 員) 安　部　道　雄 富士電機株式会社 特別顧問

（注）1.　取締役　塩谷愼、平野啓子および鷲見哲也の３氏ならびに取締役（監査等委員）長濱晶子、
福田真人および安部道雄の３氏は、社外取締役であります。

2.　当社は、取締役　塩谷愼、平野啓子および鷲見哲也の３氏ならびに取締役（監査等委員）
長濱晶子、福田真人および安部道雄の３氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
指定し、同取引所に届け出ております。

3.　取締役（常勤監査等委員）藤井裕之氏は、当社の経理部等で経理経験を有し、財務および
会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

4.　取締役　平野啓子および鷲見哲也の両氏ならびに取締役（監査等委員）長濱晶子、福田真
人および安部道雄の３氏のそれぞれの兼職先である他の法人等と当社の間には特別の関係は
ありません。

5.　当社は、４名の監査等委員のうち１名が常勤監査等委員に就任しております。常勤監査等
委員を選定している理由は、重要な社内会議に出席するとともに、グループ会社の調査、会
計監査人の独立性の監視、会計監査人からの報告および説明の聴取を行い、これらの結果に
ついて定期的に監査等委員会を開催して報告し、協議を行うなど監査の充実を図るためであ
ります。
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6.　当社は、執行役員制度を導入しております。2026年３月31日現在の執行役員は、次のと
おりであります。(※印は取締役兼務者)

地　　位 氏　　　名 担　　　　　　　当
常務執行役員 原　　　祐　二 営業統括本部副本部長・消火設備本部長兼九州地

区担当
常務執行役員 加　藤　良　一 総合企画室長・営業統括本部副本部長・ＣＳ設備

本部長兼北海道地区担当
※執 行 役 員 中　村　雅　之 技術本部長兼情報システム室・環境システム事業

部担当
執 行 役 員 池　田　信　也 火報設備本部長兼人事部・安全衛生推進室担当

執 行 役 員 山　本　一　人 営業統括本部副本部長・営業本部長兼西日本地区
担当

執 行 役 員 上吹越　　　慎 生産統括部・生産技術部・三鷹工場・メヌマ工場
担当

執 行 役 員 踊　　　恵　支 営業統括本部副本部長・営業開発本部長・商品本
部長

執 行 役 員 小　野　泰　弘 社長室・総務部・経理部・広報室・首都圏西地区
担当

執 行 役 員 内　匠　一　樹 ＣＳＲ推進室・人材開発室・特販事業部担当

執 行 役 員 嶋　宮　浩　栄 総合ソリューション部・首都圏東地区・東日本地
区担当

執 行 役 員 山　岸　貴　俊 研究開発センター長兼品質統制室担当

執 行 役 員 伊　藤　　　尚 海外事業部長

執 行 役 員 高　沢　豊　秀 北陸支社長兼中部地区担当

執 行 役 員 原　口　信　一 営業統括本部副本部長・エンジニアリング本部長
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、常勤監査等委員を除く非業務執行取締役の全員との間で、会社法第423条第１項

の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令
の定める最低責任限度額としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に
係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により塡補することと
しております。ただし、故意または重過失に起因して生じた当該損害は塡補されない等の免
責事由があります。

当該保険契約の被保険者は当社および当社子会社の取締役、監査役および執行役員であ
り、保険料は全額当社が負担しております。

（4）当事業年度に係る取締役の報酬等
①　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、役員報酬に係る客観性・透明性を十分に確保すべく、取締役の個人別の報酬等
の内容に係る決定方針（以下、「決定方針」という。）の原案について指名・報酬委員会に
諮問し、その答申内容を尊重して取締役会において決定方針を決議しております。

決定方針の内容の概要は、以下のとおりであります。
　1）基本方針

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、当社グループの中長期的な
企業価値向上と持続的成長の実現に向けて、優秀な人材の確保に資するとともに、イ
ンセンティブとして機能するよう配慮した体系・水準とすることを基本方針といたし
ます。その内容は、取締役会の任意の諮問機関として設置した指名・報酬委員会の答
申を踏まえるものとし、客観性・透明性の確保に努めてまいります。

具体的には、業務執行取締役の報酬は、基本報酬、賞与および譲渡制限付株式報酬
で構成し、非業務執行取締役の報酬については、高い独立性を要する立場であること
から、賞与および譲渡制限付株式報酬を支給いたしません。

　2）基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬は、月例の固定報酬とし、

役位や業績、事業規模等が当社と同程度の企業の報酬水準等を勘案して決定いたしま
す。その基本報酬の水準については、適宜、環境の変化に応じて指名・報酬委員会の
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答申を踏まえた見直しを行うものといたします。
　3）業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関

する方針
業績連動報酬等は、賞与として毎年、一定の時期に支給いたします。当社は社会の

安全に貢献し続けるためには売上・利益の向上が重要な要因であると考えていること
から、賞与の額は売上・利益の状況を目安に、施策の進捗状況や各人の業績に対する
貢献度などの定性評価も踏まえて算定することといたします。

非金銭報酬は、譲渡制限付株式として、役位に応じて決定された数の当社普通株式を
毎年、一定の時期に付与いたします。株主との価値の共有を中長期にわたって実現する
ため、譲渡制限期間は、株式交付日から取締役を退任する日までの期間といたします。

これらの内容等については、適宜、環境の変化に応じて指名・報酬委員会の答申を
踏まえた見直しを行うものといたします。

　4）金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬
等の額に対する割合の決定に関する方針

業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社の環境と業績を踏まえ、事業
規模等が当社と同程度の企業の報酬水準を参考に、役位に応じて定めるものとし、指
名・報酬委員会の答申を踏まえて決定いたします。その割合の目安は、概ね基本報酬
65％、賞与15％、譲渡制限付株式報酬20％といたします。

②　取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の金銭報酬の額は、2024年６月25日開催

の第80回定時株主総会において年額500百万円以内（うち、社外取締役年額50百万円以
内）と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。当該定時株主
総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は７名（うち、社外取
締役は３名）です。また、当該金銭報酬とは別枠で、同日付の定時株主総会において、譲
渡制限付株式報酬の額を年額100百万円以内、株式数の上限を年６万株以内（非業務執行
取締役、監査等委員である取締役および社外取締役は付与対象外）と決議しております。
当該定時株主総会終結時点の取締役（非業務執行取締役、監査等委員である取締役および
社外取締役を除く。）の員数は３名です。

監査等委員である取締役の金銭報酬の額は、2024年６月25日開催の第80回定時株主
総会において年額120百万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査
等委員である取締役の員数は４名です。
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　　③　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の具体的内容については、

指名・報酬委員会の答申を踏まえて取締役会で定めた決定方針に基づき、株主総会で決議
された範囲内において、取締役会から委任された代表取締役会長 岡村武士および代表取
締役社長 長谷川雅弘の協議により決定しております。その権限の内容は、各取締役（監
査等委員である取締役を除く。）の基本報酬および賞与の額ならびに譲渡制限付株式報酬
の数であり、これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の評
価を行うには代表取締役が最も適しているからであります。なお、指名・報酬委員会は、
当事業年度における取締役の役位ごとの報酬水準や種類別の報酬割合などの報酬体系およ
び取締役の個人別の報酬等の決定内容が決定方針に沿うものであることを確認し、その結
果を取締役会に報告しておりますので、取締役会は取締役の個人別の報酬等の内容が決定
方針に沿うものであると判断しております。

監査等委員である取締役の個人別の報酬額については、株主総会で決議された範囲内に
おいて、監査等委員である取締役の協議により決定しております。

　　④　取締役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の

総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（人）基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

179
(25)

120
(25)

24
(―)

33
(―)

8
(3)

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

53
(25)

53
(25) ― ― 4

(3)
（注）1.　�業績連動報酬等として取締役（非業務執行取締役、監査等委員である取締役および社外取

締役を除く。）に対して賞与を支給しております。	  
当社は社会の安全に貢献し続けるためには売上・利益の向上が重要な要因であると考えて
いることから、賞与の額は売上・利益の状況を目安に、施策の進捗状況や各人の業績に対
する貢献度などの定性評価も踏まえて算定することとしております。	  
なお、当連結会計年度を含む売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純
利益の推移は「１．(2) 財産および損益の状況」に記載のとおりであります。

2.　�非金銭報酬等として取締役（非業務執行取締役、監査等委員である取締役および社外取締
役を除く。）に対して譲渡制限付株式を交付しております。	  
当該譲渡制限付株式報酬の内容は「① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関
する事項」に記載のとおりであり、その交付状況は「２．(5) 当事業年度中に職務執行の対
価として会社役員に交付した株式の状況」に記載のとおりであります。

3.　�2025年８月７日に公表いたしましたとおり、取締役の報酬について減額処分を実施してお
ります。上表には減額後の金額を記載しております。
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（5）社外役員の主な活動状況等
区　分 氏　　　名 主な活動状況および期待される役割に関して行った職務の概要

取締役

塩 谷 　 愼

当事業年度開催の取締役会12回のうち12回に出席し、上場会
社の経営者として培われた幅広い知見や豊富な経験から、主に
議案審議等に必要な発言を適宜行っております。また、取締役
の指名・報酬に関する重要な事項を審議する指名・報酬委員会
の委員長を務めており、当事業年度開催の指名・報酬委員会２
回のうち２回に出席して議論に貢献するなど、独立した客観
的・中立的な立場から経営の監督を行っております。

平 野 啓 子

当事業年度開催の取締役会12回のうち12回に出席し、防災・
消防に関する公職を歴任したことなどにより培われた幅広い知
見や豊富な経験から、主に議案審議等に必要な発言を適宜行っ
ております。また、取締役の指名・報酬に関する重要な事項を
審議する指名・報酬委員会の委員を務めており、当事業年度開
催の指名・報酬委員会２回のうち２回に出席して議論に貢献す
るなど、独立した客観的・中立的な立場から経営の監督を行っ
ております。

鷲 見 哲 也

当事業年度開催の取締役会12回のうち12回に出席し、上場会
社の執行役員として培われた幅広い知見や豊富な経験から、主
に議案審議等に必要な発言を適宜行っております。また、取締
役の指名・報酬に関する重要な事項を審議する指名・報酬委員
会の委員を務めており、当事業年度開催の指名・報酬委員会２
回のうち２回に出席して議論に貢献するなど、独立した客観
的・中立的な立場から経営の監督を行っております。
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区　分 氏　　　名 主な活動状況および期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
(監査等
委員)

長 濱 晶 子

当事業年度開催の取締役会12回のうち11回に、監査等委員会
11回のうち10回に出席し、主に弁護士として培われた専門的
見地から議案審議等に必要な発言を適宜行っております。また、
取締役の指名・報酬に関する重要な事項を審議する指名・報酬
委員会の委員を務めており、当事業年度開催の指名・報酬委員
会２回のうち２回に出席して議論に貢献するなど、独立した客
観的・中立的な立場から経営の監査・監督を行っております。

福 田 真 人

当事業年度開催の取締役会12回のうち12回に、監査等委員会
11回のうち11回に出席し、上場会社の経営者として培われた
幅広い知見や豊富な経験から議案審議等に必要な発言を適宜行
うなど、独立した客観的・中立的な立場から経営の監査・監督
を行っております。

安 部 道 雄

当事業年度開催の取締役会12回のうち12回に、監査等委員会
11回のうち11回に出席し、上場会社の経営者として培われた
幅広い知見や豊富な経験から議案審議等に必要な発言を適宜行
うなど、独立した客観的・中立的な立場から経営の監査・監督
を行っております。

（注）	 2024年11月27日に公表いたしましたとおり、当社において一部の従業員が建設業法所定の
指導監督的実務経験を充足していない状況で技術検定試験を受験し、監理技術者の資格を取得
していたことが判明いたしました。その後、弁護士で構成される外部調査委員会による調査の
結果、当社グループ内において監理技術者等の資格を不正に取得していたという事実が明らか
となり、当社は2025年７月30日にこれを公表いたしました。各社外取締役は、当該事実が判
明するまでこれを認識しておりませんでしたが、日頃より法令遵守や内部統制の重要性につい
て注意喚起を行っており、当該事実の判明後は、再発防止策の策定および実行が適切になされ
るよう適宜意見を述べるなど、その職責を果たしております。
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４．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

　有限責任 あずさ監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　　①　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額� 70百万円
　　②　当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額� 70百万円

（注）1.	 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく
監査の報酬等の額を含めております。

2.	 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積
りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人
の報酬等の額について同意の判断をしております。

3.	 当社の重要な子会社のうち、一部の会社につきましては、当社の会計監査人以外の公認会
計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監
査を受けております。

4.	 上記以外に前事業年度の監査に係る追加報酬の額が16百万円あります。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められ

る場合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることといたし
ます。
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５．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様への利益還元につきましては、長期にわたり安定した配当を実施するこ

とを基本とし、将来の事業展開に備え財務体質の強化を図るとともに、配当性向などを総合的
に勘案しながら実施することとしております。

この方針のもと、「中長期ビジョン2028 ～期待の先をカタチに～」の促進を図るとともに、
連結配当性向を50％とすることを目標に掲げ、安定的かつ継続的な株主還元の充実を目指し
ております。

なお、当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としており
ます。また、当社は会社法第459条第１項に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を
行うことができる旨を定款に定めておりますが、期末配当については株主総会の決議によって
行うことを予定しております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）   本事業報告に記載の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位　百万円）
科　　　　　　　目 金　　　額 科　　　　　　　目 金　　　額

資 産 の 部 181,811 負 債 の 部 42,824
流 動 資 産 117,172

現 金 及 び 預 金 35,442
受取手形、売掛金及び契約資産 62,360
有 価 証 券 4,100
商 品 及 び 製 品 5,010
仕 掛 品 1,409
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 8,081
そ の 他 1,363
貸 倒 引 当 金 △596
固 定 資 産 64,638
（有形固定資産） 29,155

建 物 及 び 構 築 物 12,475
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 824
土 地 9,323
建 設 仮 勘 定 2,779
そ の 他 3,752

（無形固定資産） 9,587
ソ フ ト ウ ェ ア 5,684
の れ ん 3,828
そ の 他 75

（投資その他の資産） 25,895
投 資 有 価 証 券 13,592
長 期 貸 付 金 5
退 職 給 付 に 係 る 資 産 5,270
繰 延 税 金 資 産 3,548
そ の 他 3,554
貸 倒 引 当 金 △77

流 動 負 債 34,982
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 6,259
未 払 金 10,921
未 払 法 人 税 等 3,481
契 約 負 債 4,091
賞 与 引 当 金 4,933
製 品 保 証 引 当 金 259
完 成 工 事 補 償 引 当 金 180
工 事 損 失 引 当 金 1,003
そ の 他 3,851
固 定 負 債 7,841

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 257
製 品 保 証 引 当 金 198
工事履行保証損失引当金 183
退 職 給 付 に 係 る 負 債 5,844
資 産 除 去 債 務 136
そ の 他 1,222

純 資 産 の 部 138,986
株 主 資 本 131,569

資 本 金 13,302
資 本 剰 余 金 12,880
利 益 剰 余 金 109,301
自 己 株 式 △3,914
その他の包括利益累計額 6,984

その他有価証券評価差額金 3,122
為 替 換 算 調 整 勘 定 1,376
退職給付に係る調整累計額 2,485
非支配株主持分 432

資 産 合 計 181,811 負債及び純資産合計 181,811
（注）   記載金額は百万円未満切捨て表示しております。

― 34 ―

010_0678001102606.indd   34010_0678001102606.indd   34 2026/05/19   17:31:502026/05/19   17:31:50



連 結 損 益 計 算 書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

（単位　百万円）
科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

売 上 高 139,657
売 上 原 価 87,338
売 上 総 利 益 52,318
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 33,968
営 業 利 益 18,349
(営 業 外 収 益)

受 取 利 息 68
受 取 配 当 金 135
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 584
為 替 差 益 26
受 取 賃 貸 料 62
受 取 補 償 金 273
保 険 返 戻 金 9
保 険 配 当 金 34
そ の 他 96 1,292

(営 業 外 費 用)
支 払 利 息 23
賃 貸 費 用 25
コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 198
損 害 賠 償 金 0
外 国 付 加 価 値 税 等 13
そ の 他 19 280

経 常 利 益 19,361
(特 別 利 益)

投 資 有 価 証 券 売 却 益 278
工 事 履 行 保 証 損 失 引 当 金 戻 入 額 5 283

(特 別 損 失)
固 定 資 産 処 分 損 35 35

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 19,608
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,850
法 人 税 等 調 整 額 108 5,958
当 期 純 利 益 13,649
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 13,648

（注）   記載金額は百万円未満切捨て表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2026年３月31日現在）

（単位　百万円）
科　　　　　　　目 金　　　額 科　　　　　　　目 金　　　額

資 産 の 部 145,624 負 債 の 部 41,223
流 動 資 産 83,095

現 金 及 び 預 金 17,538
受取手形、売掛金及び契約資産 44,933
有 価 証 券 4,000
商 品 及 び 製 品 4,212
仕 掛 品 990
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 6,512
前 払 費 用 793
そ の 他 4,196
貸 倒 引 当 金 △82
固 定 資 産 62,528
（有形固定資産） 24,343

建 物 11,620
構 築 物 376
機 械 装 置 699
車 両 運 搬 具 13
工 具 器 具 備 品 2,276
土 地 6,836
建 設 仮 勘 定 2,519

（無形固定資産） 5,627
ソ フ ト ウ ェ ア 5,572
そ の 他 54

（投資その他の資産） 32,557
投 資 有 価 証 券 7,408
関 係 会 社 株 式 14,001
関 係 会 社 出 資 金 1,894
保 険 積 立 金 1,178
長 期 前 払 費 用 93
前 払 年 金 費 用 2,855
繰 延 税 金 資 産 3,697
そ の 他 1,473
貸 倒 引 当 金 △44

流 動 負 債 34,110
買 掛 金 3,293
未 払 金 9,168
未 払 費 用 787
未 払 法 人 税 等 2,327
契 約 負 債 2,544
預 り 金 10,313
賞 与 引 当 金 3,504
製 品 保 証 引 当 金 43
完 成 工 事 補 償 引 当 金 180
工 事 損 失 引 当 金 949
そ の 他 997

固 定 負 債 7,113
退 職 給 付 引 当 金 5,762
製 品 保 証 引 当 金 198
工事履行保証損失引当金 183
預 り 保 証 金 307
資 産 除 去 債 務 75
そ の 他 587

純 資 産 の 部 104,400
株 主 資 本 101,336

資 本 金 13,302
資 本 剰 余 金 12,781

資 本 準 備 金 12,743
そ の 他 資 本 剰 余 金 37

利 益 剰 余 金 79,113
利 益 準 備 金 887
そ の 他 利 益 剰 余 金 78,225

配 当 準 備 積 立 金 540
技 術 研 究 積 立 金 660
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 114
別 途 積 立 金 10,360
繰 越 利 益 剰 余 金 66,551

自 己 株 式 △3,860
評価・換算差額等 3,064

その他有価証券評価差額金 3,064
資 産 合 計 145,624 負債及び純資産合計 145,624

（注）   記載金額は百万円未満切捨て表示しております。
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損　益　計　算　書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

（単位　百万円）
科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

売 上 高 108,741
売 上 原 価 67,783
売 上 総 利 益 40,957
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 27,104
営 業 利 益 13,852
（営 業 外 収 益）

受 取 利 息 及 び 配 当 金 922
受 取 賃 貸 料 123
受 取 補 償 金 273
そ の 他 112 1,431

（営 業 外 費 用）
支 払 利 息 25
賃 貸 費 用 25
為 替 差 損 3
コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 198
そ の 他 24 276

経 常 利 益 15,007
（特 別 利 益）

投 資 有 価 証 券 売 却 益 278
工 事 履 行 保 証 損 失 引 当 金 戻 入 額 5 283

（特 別 損 失）
固 定 資 産 処 分 損 26 26

税 引 前 当 期 純 利 益 15,263
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,097
法 人 税 等 調 整 額 116 4,214
当 期 純 利 益 11,049

（注）   記載金額は百万円未満切捨て表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月12日

能美防災株式会社
　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士　川　上　尚　志
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士　伊　藤　篤　史

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、能美防災株式会社の2025年４月１日から2026
年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、能美防災株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用
における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・�不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・�連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・�経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・�経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計
算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・�連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・�連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に
関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための
対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月12日

能美防災株式会社
　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士　川　上　尚　志
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士　伊　藤　篤　史

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、能美防災株式会社の2025年４月１日か
ら2026年３月31日までの第82期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され
る規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用
における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

― 40 ―

010_0678001102606.indd   40010_0678001102606.indd   40 2026/05/19   17:31:502026/05/19   17:31:50



計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・�不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・�計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。

・�経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・�経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・�計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための
対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
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監査等委員会の監査報告書

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第82期事業年度における取締役の職
務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

1.　監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の
内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等
からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明す
るとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①	 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要

な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②	 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及
びその理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討
を加えました。

③	 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2.　監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①	 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②	 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③	 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。なお事業報告に記載のとおり、監理技術者等の資格を不正に取得していたという
事実が明らかとなりましたが、監査等委員会としては、再発防止策の進捗状況を引き続き注視し
てまいります。

④	 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害
さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の
判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　2026年５月14日

能 美 防 災 株 式 会 社 監 査 等 委 員 会
常勤監査等委員 藤 井 裕 之 ㊞
監 査 等 委 員 長 濱 晶 子 ㊞
監 査 等 委 員 福 田 真 人 ㊞
監 査 等 委 員 安 部 道 雄 ㊞

（注）�1.  �監査等委員長濱晶子、福田真人及び安部道雄は、会社法第２条第15号及び第331条第６項
に規定する社外取締役であります。
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JR中央・総武線（各駅停車） 「市ヶ谷駅」から徒歩　約５分

東京メトロ 〇有楽町線・〇南北線 「市ヶ谷駅」A３出口から徒歩　約２分
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会場ご案内図

東京都千代田区九段南４丁目７番３号
能美防災ビル 別館６階大会議室
電話 03-3265-0211（代表）
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交通機関
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